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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
区分所有建物の共用部分について、区分所有者に帰属している権利を区分所有者の
団体が排他的に行使することが認められ、個々の区分所有者の権利行使が制約される
場合がある。このような排他的権利行使権限は、財産権保障と緊張関係に立ち、その
性質・根拠・限界が問題になる。これは、共用部分の管理に関する実践的な解釈問題
であると同時に、権利の帰属主体と行使主体の分離、団体の権利能力、当事者適格、
訴訟担当、判決効の拡張、共有の性質、行使される権利の性質、区分所有者団体の役
割など、実体法と訴訟法の基礎的な議論が交錯する理論的な難問である。日本の区分
所有法に相当するドイツ住居所有権法においても同様の問題が近時激しく争われてい
る。本論文は、その議論を分析し、日本法の議論と対照して検討する。 
 本論文の第1の意義は、先行研究をふまえて、それ以後に大きく展開したドイツに
おける判例・学説を精細に紹介し、複数の法概念や視点が重層的に現れている議論状
況を丁寧に描き出したことにある。とりわけ、基点的位置を占めるBGH2014年12月5日
判決の意義と問題点を、基礎的な理論にかかわる判例・学説の同判決以前の展開との
関係で的確に位置づけたことは、ドイツ住居所有権法に関する従来の研究に、豊穣な
基礎的資料を加える重要な貢献をしている。 
本論文の第2の意義は、混沌とも表現しうる議論を段階的に整理し、日独両法にお
ける一見矛盾・対立する見解の中に、議論の収束の方向性や一定の基準を見出したこ
とである（なお、十分な議論のない問題については留保を付した見解を示す慎重さが
みられる）。たとえば、団体の権利行使は住居所有権者の権利を団体に行使させる授
権決議によって基礎づけられること、授権による排他的権限付与の可否は請求内容に
関して住居所有権者の意見集約を必要とするか否かによることなどである。このよう
な整理には批判や異論も予想されるが、今後の議論にとって有益な手がかりを提供し
ていると評価できる。 
 本論文の第1部で示される問題意識は広大であり、第2部の議論に直結しないところ
があるが、区分所有法にとどまらない今後の研究の発展を期待させる。また、複数の
問題が複雑に絡み合ったテーマに正面から取り組んだ結果、第2部の論述はやや錯綜
しており、さらに読みやすくする工夫の余地があるが、このことは、本論文の上記の
意義を損なうものではない。 
 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成29年2月2日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
